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6.5  施策の検討 

 

6.5.1  津波シミュレーションによる施設整備の検討 

3.1 項で実施した水門、樋門、陸閘や小河川の調査結果を反映した津波シミュレーショ

ンモデルを作成してシミュレーションを行った。 
 

(1) 津波シミュレーションの目的と意義 

津波シミュレーションはモデル地区（美波町日和佐浦～恵比須浜）における津波挙動特

性を把握することを目的として行うものであり、シミュレーションによって次のことが定

量的にわかる。 
①津波による浸水エリア、最大浸水深の分布 
②津波の陸域への氾濫特性 
③津波到達時間分布（20cm 水位上昇時間） 

 

また、津波シミュレーション結果を用いて次の検討を行うことができる。 
①防潮堤や胸壁の嵩上げ等の対策の効果や影響を踏まえた上での適切な施設整備計画 
②避難行動シミュレーションへの展開による避難場所、避難路計画 

 

(2) 想定津波波源 

本検討では、以下の２つの波源モデルを用いて津波シミュレーションを行う。 
 
①中央防災会議東南海＋南海地震津波モデル 
②1854 年安政南海地震津波モデル（相田モデル） 
 
なお、②の相田モデルについては、徳島県南部を対象とした再現計算を行って断層のす

べり量を補正した再現モデルを用いる。 
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(3) 津波シミュレーション条件 

① シミュレーションケース 

津波シミュレーションによってハード整備の検討を行うことができるが、河川堤防や海

岸堤防、水門・樋門・陸閘などの開口部の地震時の状態を個別に判断してシミュレーショ

ンに反映するのは困難である。このため、本検討では表 3-7 に示すように２つの波源モデ

ルのそれぞれについて、①最終防潮ライン施設無し、②最終防潮ラインは機能するが開口

部“開”、③最終防潮ライン施設は機能し、開口部“閉”の３ケースを設定して合計６ケ

ース行った。 
上記の①より②、②より③の方が防潮施設の機能が改善した状態を想定しており、特に

③は常時オープンである陸閘を閉める管理を行い、水門・樋門の耐震化と門扉閉鎖の高速

化の対策を実施した状態を想定している。 
 

表 6-7 津波シミュレーションケース 

波源モデル 
最終防潮ライン施

設 
の機能 

水門、樋門、陸閘

等の 
開口部条件 

無注） － 
有 開 中央防災会議 

東南海＋南海地震津波モデル 
有 閉 
無注） － 
有 開 

1854 年安政南海地震津波再現モ

デル 
（相田モデルすべり量×1.39
倍） 

有 閉 

 
注）水際構造物無しの条件の計算は、地震発生時（計算開始直後）に水際構造物を除去する（地

震発生直後に瞬時に破壊する）条件とした。したがって，水際構造物の背後地盤高が初期水位

(T.P.+1.15m)未満の地域は，実際の津波が到達する前地震とともに浸水することとなる。 
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② 津波シミュレーションの計算条件 

表 6-7に津波シミュレーションの主な計算条件を示す。 
 

表 6-8 津波シミュレーションの主な計算条件 

項目 予測計算の条件 

対象地震津波 1854 年安政南海地震津波 
中央防災会議東南海＋南海地震津波 

使用地形 現況地形 

最小格子間隔 12.5m 

断層モデル 
●中央防災会議東南海＋南海地震津波モデル 
●1854 年安政南海地震津波再現モデル 
（相田モデルすべり量×1.39 倍） 

断層変位解析モデル 
L.Mansinha&D.E.Smylie(1971)により解析 
注）地盤高および水深も地震時に変化させた。ただし，地盤上昇

域においては地盤の上昇は考慮しない。 

津波解析モデル 非線形長波理論に基づく平面２次元の基礎方程式 

遡上計算 岩崎・真野(1979)を改良した小谷ら(1998)の遡上条件で実施 

粗度係数 中央防災会議に準拠（第 16 回参考資料 2） 

計算対象時間 地震発生後 6 時間 

計算時間間隔 0.2 秒注）格子間隔と水深より決まる CFL 条件に基づき設定。 

計算潮位条件 T.P.+1.15m（平成 15 年度徳島県津波浸水予測調査と同じ値とし

た） 
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(4) 津波シミュレーション結果と施設整備の検討 

１） モデル地区における津波挙動特性の概観 

モデル地区における最大浸水深分布図、津波到達時間分布を次の図番号に示す。 
①最大浸水深分布図 
図 3-5 中防モデル、最終防潮ライン施設無し 
図 3-6 中防モデル、最終防潮ライン施設有り、開口部“開” 
図 3-7 中防モデル、最終防潮ライン施設有り、開口部“閉” 
図 3-8 安政再現モデル、最終防潮ライン施設無し 
図 3-9 安政再現モデル、最終防潮ライン施設有り、開口部“開” 
図 3-10 安政再現モデル、最終防潮ライン施設有り、開口部“閉” 

 

②津波到達時間分布図 
図 3-11 中防モデル、最終防潮ライン施設無し 
図 3-12 中防モデル、最終防潮ライン施設有り、開口部“開” 
図 3-13 中防モデル、最終防潮ライン施設有り、開口部“閉” 
図 3-14 安政再現モデル、最終防潮ライン施設無し 
図 3-15 安政再現モデル、最終防潮ライン施設有り、開口部“開” 
図 3-16 安政再現モデル、最終防潮ライン施設有り、開口部“閉” 

 

以下にモデル地区における津波挙動特性の概要を示す。 
 
①最終防潮ライン施設（堤防等）が無いとした最悪ケースでは、２ｍ以上の浸水深とな

る範囲が各所に見られる。田井で約３ｍ、日和佐浦で約 2.8ｍの浸水となっている。 
 
②最終防潮ライン施設が機能し、また、開口部を閉めることができれば、最大浸水深お

よび津波到達時間がかなり改善される。その傾向は、日和佐浦、恵比須浜、櫛ヶ谷で顕著

に表れている。その一方で、奥河内、田井では胸壁の陸閘を閉鎖したとしても最大浸水深

に大きな変化がない。このことは、胸壁の高さよりも津波水位が高く、胸壁を越流して浸

水・氾濫する水量が多いためであると考えられる。 
 
③また、陸閘を閉鎖すれば、日和佐浦では最大浸水深や浸水範囲が大幅に改善される一

方で、日和佐浦に浸水しなくなった分、奥河内への津波到達時間が早くなるという現象が

生じている。このことは、施設整備したことによる津波挙動への影響を把握した上で適切

な計画とする必要があることを示している。 
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図 6-5 最大浸水深分布図（中防モデル、最終防潮ライン施設無し） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6-6 最大浸水深分布図（中防モデル、最終防潮ライン施設有り、開口部“開”） 
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図 6-7 最大浸水深分布図（中防モデル、最終防潮ライン施設有り、開口部“閉”） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6-8 最大浸水深分布図（安政再現モデル、最終防潮ライン施設無し） 
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図 6-9 最大浸水深分布図（安政再現モデル、最終防潮ライン施設有り、開口部“開”） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6-10 最大浸水深分布図（安政再現モデル、最終防潮ライン施設有り、開口部“閉”） 
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図 6-11 津波到達時間分布図（中防モデル、最終防潮ライン施設無し） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6-12 津波到達時間分布図（中防モデル、最終防潮ライン施設有り、開口部“開”） 
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図 6-13 津波到達時間分布図（中防モデル、最終防潮ライン施設有り、開口部“閉”） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6-14 津波到達時間分布図（安政再現モデル、最終防潮ライン施設無し） 
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図 6-15 津波到達時間分布図（安政再現モデル、最終防潮ライン施設有り、開口部“開”） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6-16 津波到達時間分布図（安政再現モデル、最終防潮ライン施設有り、開口部“閉”） 
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２） 施設整備の検討 

モデル地区において、津波シミュレーションから各地点の津波挙動を把握し、施設整備

等の検討を行った結果を図 6-17に示す。 
モデル地区における着目点を図 6-18に示す。各着目点における最大水位、最大浸水深、

津波到達時間をまとめて図 6-19に示す。 
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図 6-17 津波シミュレーションから検討した施設整備検討結果 

①恵比須浜 

●陸閘閉鎖管

②田井 

●胸壁嵩上げ

③日和佐浦 

●陸閘閉鎖管理 

●胸壁嵩上げ 

④奥河内 

●小河川河口部水門の耐震化、高速閉鎖化 

●胸壁嵩上げ（日和佐浦の影響を考慮必要） 

小河川 

水 門 

奥潟川と日和佐港境界部の水門 

樋 門 

⑤櫛ヶ谷 

●奥潟川の水門の耐震化 

●奥潟川堤防の耐震化 

●小河川河口部樋門の耐震化、高速閉鎖化 
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①恵比須浜 
 
 
 
○陸閘を閉鎖すれば浸水域はほとんど無くなる。防潮堤が機能する場合、陸閘が全開条件でも最

大浸水深は 20cm 程度である。 
 
②田井 
 
 
 
○陸閘の全開、全閉に関わらず浸水域、浸水深ともに大差がない。これらと胸壁がないケースの

結果と比較しても最大浸水深の差は 30cm 程度である。（「田井 2」での最大浸水深はいずれのケ

ースも 2.7m～3m 程度である。） 
○胸壁前面最高水位が T.P.+4m 程度であるのに対して、胸壁天端高は、地震による地盤変動量

(-0.7m 程度※)を考慮すると T.P.+2.5m 程度である。したがって、胸壁の上を越流して陸域に氾濫

するため、胸壁が有るか無いか、また陸閘を閉めるか閉めないかは津波の氾濫特性に影響を与え

ていない。 
※日和佐付近の地盤変動量は、-0.65m～-0.7m 程度 
 
③日和佐浦 
 
 
 
 
○陸閘閉鎖による津波到達時間の遅延効果は、安政再現モデルで 5 分程度、中防モデルで 10 分程

度である。 
○陸閘閉鎖の場合、安政再現モデルの方が中防モデルよりも到達時間が 5 分ほど早い。胸壁天端

高は、地盤変動量(-0.7m 程度)を考慮すると T.P.+3.0m 程度であり、胸壁前面の「日和佐 2」では、

安政再現モデルの場合で 20 分頃中防モデルでは T.P+3m を超えるのは 25 分頃である。 
○陸閘を閉鎖することによって、「日和佐 9」および「日和佐 10」の最大浸水深は概ね半分程度に

減少している。なお、「日和佐 8」での最大浸水深は、陸閘を閉鎖したケースの方が陸閘全開のケ

ースを上回っているが、陸閘閉鎖ケースの方が陸域への浸水が減少するためにその前面水域のピ

ーク水位が高くなり、一時的に胸壁付近の最大浸水深が大きくなっているものである。 

陸閘を平素から閉鎖する管理 

胸壁の嵩上げ 

陸閘を平素から閉鎖する管理 

胸壁の嵩上げによる津波到達の遅延化 
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④奥河内 
 
 
 
 
○「日和佐 11」での津波到達時間は、中防モデルの場合、陸閘を閉鎖することによって６分ほど

早くなる。これは、日和佐浦における陸閘を閉鎖した影響であると考えられる。 
○陸閘および小河川河口部水門閉鎖による到達時間の遅延効果は、小河川付近（「日和佐 13」）で

3～4 分程度あり、小河川河口部の水門を閉じることによって内陸部の津波到達時間を遅らせるこ

とが出来る。 
○「日和佐 14」および「日和佐 15」付近では、陸閘閉鎖による到達時間の遅延効果は中防モデ

ルで１分程度あるが、安政再現モデルではほとんど無い。 
 
⑤櫛ヶ谷 
 
 
 
 
 
○奥潟川と日和佐港の境界の水門を閉鎖すると、奥潟川上流側への津波遡上はほとんど無くなる。

また、「日和佐 7」では、樋門が全開でも河川堤防が健全であれば最大浸水深で 1.2m 程度、津波

到達時間も 12 分程度遅らせることができる。 
 

小河川河口部の水門の耐震化と閉鎖の高速化 

日和佐浦の陸閘を閉鎖したことによる影響を考慮した胸壁の嵩上げ 

奥潟川堤防の耐震化 

奥潟川と日和佐港の境界に位置する水門の耐震化（通常は閉鎖） 

小河川河口部の樋門の耐震化と閉鎖の高速化 
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図 6-18 モデル地区における津波シミュレーション着目点 
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図 6-19 着目点における最高水位（T.P.ｍ） 
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図 6-20 着目点における最大浸水深（ｍ） 
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図 6-21 着目点における津波到達時間（20cm 水位上昇時間） 
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6.5.2  津波避難シミュレーションによる避難場所の検討 

本項では、モデル地区である美波町日和佐浦～恵比須浜の内、日和佐浦周辺を対象とし

て津波シミュレーション結果を用いた避難シミュレーションを行った。地震発生後の避難

開始時間をパラメータとしたシミュレーションを行うことにより、避難困難世帯数、被害

率を求めるとともに、新たな避難場所の必要性について検討した。 
 

(1) 津波避難シミュレーションの目的と意義 

津波避難シミュレーションはモデル地区（美波町日和佐浦～恵比須浜）における津波シ

ミュレーション結果を用いて、被害の状況を把握することを目的として行うものであり、

シミュレーションによって次のことが定量的にわかる。 
①被害率（被害世帯数） 
②避難困難世帯の分布 
③避難開始時間と被害率の関係 

 

また、津波避難シミュレーション結果を用いて次の検討を行うことができる。 
①被害率を低減するために必要と考えられる避難場所等の計画 
②避難場所の整備の他、被害率を低減させるための総合的な施策の必要性の検討 

 

(2) 津波避難シミュレーション手法 

本シミュレーションではマルチエージェントシミュレーションを採用している。マルチ

エージェントシミュレーションとは、システム上に"エージェント"と呼ばれる独立したル

ールをもって行動する個を作成し、それぞれのエージェントの相互作用による系全体とし

ての振る舞いを考察するものである。 
 

(3) 津波避難シミュレーション条件 

① 対象エリアと経路 

モデル地区である美波町日和佐地区を津波避難シミュレーションの対象エリアとする。

美波町防災マップに従って図 6-22に示すようにノード・リンク・避難場所を配置した。 
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図 6-22 対象エリアと経路データの配置 
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② エージェントの初期配置方法 

図 6-23に示すように、対象エリアを９分割し、それぞれのエリアに対して表 6-9の下

段に示す世帯数を割り振った。 
なお、エージェント（世帯）は、各エリアのリンク上にランダムに配置した。 

南東南南西

東中央西

北東北北西

南東南南西

東中央西

北東北北西

 

図 6-23 シミュレーションエリアの区分 

 

表 6-9 エリア区分別の世帯数 

人口 世帯数

（人） （世帯） 北西 北 北東 西 中央 東 南西 南 南東

日和佐浦 875 408 408

奥河内字本村 422 194 194

奥河内字寺前 751 296 14 282

奥河内字奥潟 72 30 30

奥河内字井ノ上 249 115 61 54

奥河内字弁才天 281 117 117

奥河内字櫛ヶ谷 413 140 46 46 48

西河内字田々川 57 13 13

西河内字永田 57 21 21

西河内字月輪 107 51 51

西河内字大久保 77 34 34

西河内字本村 280 171 85

合計 3,641 1,590

164 350 116 92 1,419 875 209 137 139 3,501

64 180 54 35 593 408 76 46 48 1,504

注１）出典：「住所字別人口集計表」（平成１９年１月３１日現在）、美波町役場

注２）西河内字本村地区については、対象エリア内の人口、世帯数を総数の５０％とした。

エリア毎の世帯数（世帯）

合計住所字名
避難シミュレーションのエリア区分

エリア毎の人口（人）

 



【第１編】 国土交通省総合政策局 

■モデル地区における総合的な地震・津波対策の検討（四国地方整備局） 

 6-48

 

(4) 津波避難シミュレーションケース 

津波避難シミュレーションケースは、津波波源モデル・水際線施設の状態・避難開始時

間の３つの組み合わせで計 12 ケースとした。なお、それぞれのケースに対して、表 6-7
に示すようにケース番号を設定した。 
なお、表 6-10のケース番号欄に着色したケースについては、避難状況のアニメーショ

ンを作成した。 
 

表 6-10 津波避難シミュレーションケース 

津波波源モデル 水際線施設の状態 避難開始時間 ケース番号
５分 AN-a-t05
１０分 AN-a-t10
１５分 AN-a-t15
５分 AN-b-t05
１０分 AN-b-t10
１５分 AN-b-t15
５分 TN-a-t05
１０分 TN-a-t10
１５分 TN-a-t15
５分 TN-b-t05
１０分 TN-b-t10
１５分 TN-b-t15

1854安政南海地震津波再現モデル
（地震波コード：AN）

機能しない
（パターン：a）

機能するが開口部”開”
（パターン：b）

中央防災会議　東南海＋南海モデル
（地震波コード：TN）

機能しない
（パターン：a）

機能するが開口部”開”
（パターン：b）

 
注）着色ケースは避難アニメーションを作成 
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(5) 津波避難シミュレーション結果 

① 津波避難シミュレーション結果の概観 

津波避難シミュレーションの結果として、ここでは中央防災会議モデルを波源とした津

波シミュレーション結果を用いて、地震発生後 10 分経過して避難開始したケースの結果

を図 6-24～図 6-27に示す。 
最終防潮ライン施設（堤防等）が無い場合は、日和佐川上流や奥潟川上流の右岸側にお

いて地震後ただちに浸水するため、地震発生後５分で津波到達前に被害が発生している。

また、奥河内における沿岸部でも地震発生後５分で被害が発生している。 
日和佐浦では、日和佐港北岸の胸壁の機能が失われた場合、地震発生後 15 分で被害が

多く発生しているが、胸壁の機能が確保できれば被害はかなり低減される様子が見て取れ

る。 
被害率は、堤防等が破壊すれば約 29％、堤防の機能が確保されていれば水門・樋門・

陸閘が閉鎖できなくても約９％となり、堤防等の機能を確保することがいかに重要かがわ

かる。 
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①地震発生後 10 分経過 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a.最終防ライン施設無し b.最終防潮ライン施設は機能するが、開口部“開” 
 
 

図 6-24 避難開始時間 10 分のシミュレーション結果（波源モデル：中央防災会議東南海＋南海） 
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②地震発生後 15 分経過 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a.最終防ライン施設無し b.最終防潮ライン施設は機能するが、開口部“開” 
 
 

図 6-25 避難開始時間 10 分のシミュレーション結果（波源モデル：中央防災会議東南海＋南海） 
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③地震発生後 20 分経過 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a.最終防ライン施設無し b.最終防潮ライン施設は機能するが、開口部“開” 
 
 

図 6-26 避難開始時間 10 分のシミュレーション結果（波源モデル：中央防災会議東南海＋南海） 
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④地震発生後 30 分経過 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a.最終防ライン施設無し b.最終防潮ライン施設は機能するが、開口部“開” 
 
 

図 6-27 避難開始時間 10 分のシミュレーション結果（波源モデル：中央防災会議東南海＋南海） 
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(6) 津波避難シミュレーションからみた避難場所の検討 

津波に対する避難シミュレーション結果に基づいて避難場所に関する検討を行う。なお、

特に被害率が高い「中央地区」と「東地区」（図 6-23参照）について述べることとする。

図 6-28に両地区の避難開始時間と被害率の関係を示す。 
 
①中央地区に含まれる奥河内では、堤防等が地震によって機能しなくなれば、地震後と

同時に浸水が始まって避難できなくなるために被害率が高い。最短の避難場所が平地の日

和佐公民館、徳島県南部総合県民局であるので、避難場所へ向かう途中で津波に襲われる。 
避難をできるだけ早く開始すれば被害率の低下が期待できるが、新たな避難場所として

日和佐駅周辺の高層の建物（ホテル等）を津波避難ビルに指定することが効果的であると

考えられる。また、「寺前」周辺に津波避難タワーを設置して避難場所とすることも被害

を低減する上で必要である。 
 
②東地区に含まれる日和佐浦では、避難場所が沿岸から離れており、美波町庁舎や日和

佐小学校へ向けて避難している途中で背後から津波に襲われる。早期に避難を開始するこ

とで、被害率をかなり低減することができるため、地震発生後、早急に避難指示を行って

避難させることが重要となるが、当地区の道路は非常に狭いため、地震によって家屋が倒

壊すれば避難路が遮断されて避難困難になることも考えられる。このため、①住民の避難

意識を高めること、②避難路を確保すること、③日和佐港北岸の胸壁の耐震化を図ること、

④津波が侵入してくる日和佐漁港近辺に津波避難タワーを設置すること、といった総合的

な対策によって被害の最小化を図る必要がある。 
 



 

 

6
-
5
5

中央地区（奥河内）東地区（日和佐浦） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

図 6-28 避難開始時間と被害率の関係（波源モデル：安政南海地震津波再現モデル） 
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図 6-29被害率を低減するために必要な避難場所 

 

津波避難ビルの指定

津波避難タワーの設置 

津波避難タワーの設置
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6.5.3  地震・津波対策計画（概略案） 

津波シミュレーションによってモデル地区における津波挙動の特性を把握するととも

に施設整備について検討した。また、津波避難シミュレーションによって新たな避難場所

の検討を行った。以下には、これらも含めて各地区における地震・津波対策の概略案を示

す。 
今後、津波シミュレーションによって明らかとなった重要水門の耐震化や、胸壁の嵩上

げなどの施設整備とそれを反映した津波避難シミュレーションによる避難場所の検討に

よって施設整備計画、避難計画を行っていく必要がある。 
 
①恵比須浜 
●防潮堤における陸閘の平素から閉鎖する管理。 
●指定避難場所および避難場所への坂道の平素からの整備・管理。 
●ＤＩＧ等による住民意識の啓発、避難訓練などの継続的な実施。 
 
②田井 
1.5m の胸壁の嵩上げが必要となるため、ソフト対策が重要。 
●ＤＩＧによる住民の意識啓発。 
●避難訓練の継続的な実施。 
 
③日和佐浦 
1.0m の胸壁の嵩上げが必要となるため、ソフト対策が重要。 
●平素から陸閘を閉鎖する管理。 
●漁組近辺に津波避難タワーの設置。 
●ＤＩＧ等の実施による住民の意識啓発 
●避難訓練の継続的な実施。 
●避難路の整備 
●避難場所である小学校の耐震化 
 
④奥河内 
●1.0ｍの胸壁の嵩上げ（日和佐浦で陸閘を閉鎖して浸水しにくくした影響が奥河内に

及ぶため、嵩上げが必要） 
●平素から陸閘を閉鎖する管理。 
●小河川河口部水門の閉鎖と門柱等の耐震強化 
●寺前付近における津波避難タワーの設置、日和佐駅周辺の高層（２階以上）の建物を

津波避難ビルとして指定。 
●避難場所である学校施設、公民館の耐震化 
 
⑤櫛ヶ谷 
●奥潟川における水門の門柱の耐震強化 
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●奥潟川堤防の耐震強化 
●小河川河口部樋門の門柱の耐震化と門扉をできるだけ閉鎖する管理。 
●ＤＩＧ等の実施による住民の意識啓発 
●避難訓練の継続的な実施。 


